










⑥長期延滞債権の明細 （単位：円） ⑦未収金の明細 （単位：円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

該当なし 該当なし

【未収金】 【未収金】

町民税（個人） 52,432,731 10,319,541 町民税（個人） 20,220,409 3,803,043

町民税（法人） 1,974,000 388,513 町民税（法人） 510,720 96,056

固定資産税 33,556,429 6,604,404 固定資産税 14,242,727 2,678,765

軽自動車税 1,371,753 269,981 軽自動車税 932,100 175,309

都市計画税 2,921,117 574,919 都市計画税 1,704,778 320,634

合計 92,256,030 18,157,358 合計 37,610,734 7,073,807









３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：円）

会 計 区 分 金 額

3,685,269,056

85,905,000

495,091,000

23,481,000

1,989,006,000

4,480,000

130,045,490

113,467,720

181,835,258

6,708,580,524

国 庫 支 出 金 77,159,985

都道府県等支出金 4,802,000

計 81,961,985

国 庫 支 出 金 863,491,598

都道府県等支出金 562,084,727

計 1,425,576,325

1,507,538,310

8,216,118,834

（２）財源情報の明細 （単位：円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

8,506,474,241    1,425,576,325           263,732,836       6,083,851,804    997,046,112

369,962,149       81,962,985               287,999,164       -                      -

487,304,458       -                             -                      487,304,458       -

-                      -                             -                      -                      -

9,363,740,848    1,507,539,310           551,732,000       6,571,156,262    997,046,112

財源の内容

一般会計

税収等

地 方 税

地 方 譲 与 税

税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

寄 付 金

繰 入 金 ( 基 金 繰 入 除 く )

合 計

小 計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小 計

その他

合計

区分 金額
内訳

純行政コスト

有形固定資産等の増加

貸付金・基金等の増加





注記

1 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産 取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については再調達原価とし、道路、

河川及び水路の敷地については備忘価額 1 円としています。

② 無形固定資産 取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、再調達原価としていま

す。

(2) 出資金の評価基準及び評価方法

① 出資金

市場価格のないもの 出資金額

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

ア 建物 ３年～50 年

イ 工作物 ５年～60 年

ウ 物品 ２年～15 年

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） 定額法

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定

額法によっています。）

③ リース資産

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が

１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300

万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法



(4) 引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴

収不能見込額を計上しています。

貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計

上しています。

② 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利

費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計

上しています。

③ 退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に

対して退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積

立金額の運用益のうち、当町へ按分される額を加算した額を控除した額を計

上しています。

(5) リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリ

ース取引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース

取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(6) 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金

の受払を含んでいます。



(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計

上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

② 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるときに

修繕費として処理しています。

2 重要な会計方針の変更等

(1) 会計方針の変更 該当事項はありません

(2) 表示方法の変更 該当事項はありません

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当事項はありません

3 重要な後発事象 該当事項はありません

4 偶発債務 該当事項はありません

5 追加情報

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

② 地方自治法第 235 条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会

計年度末の計数としています。

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、

次のとおりです。

実質赤字比率 －



連結実質赤字比率 －

実質公債費比率 6.7％

将来負担比率 16.8％

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 18 千円

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額

繰越明許費 85,196 千円

事故繰越 1,843 千円

(2) 貸借対照表に係る事項

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 売却可能資産の範囲

普通財産のうち活用が図られていない公共資産

イ 内訳

事業用資産

土地 263,311 千円（263,311 千円）

建物 29,599 千円（156,560 千円）

平成29年３月 31日時点における売却可能価額を記載しています。

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律にお

ける評価方法によっています。

上記の括弧内の金額は貸借対照表における簿価を記載しています。

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基

準財政需要額に含まれることが見込まれる金額 9,355,019 千円

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担率の算定要素は、

次のとおりです。

標準財政規模 6,461,048 千円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 828,447 千円

将来負担額 13,487,225 千円

充当可能基金額 1,956,540 千円

特定財源見込額 1,225,671 千円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 9,355,019 千円



(3) 純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

① 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上

しています。

② 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4) 資金収支計算書に係る事項

① 基礎的財政収支 208,632 千円

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の

内訳

資金収支計算書

業務活動収支 552,228 千円

投資活動収入の国県等補助金収入 81,962 千円

未収債権の増減額 △26,716 千円

減価償却費 △882,698 千円

賞与引当金の増減額 2,639 千円

徴収不能引当金の増減額 △4,132 千円

固定資産除売却損益 △22,107 千円

その他 8,469 千円

純資産変動計算書の本年度差額 △290,355 千円

③ 一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

一時借入金の限度額 700,000 千円

一時借入金に係る利子額 該当はありません

④ 重要な非資金取引 該当事項はありません


